
1 事業の概要

① 成果目標（H26)

② 事業内容

一般財源

県 債

国庫支出金

その他

決 算 額（B）

職員数（人）

概算人件費 （Ｃ）

２ 今後の事業の方向性

・建設業法等の法令に則り、適正に事務処理を行うことにより、建設業を営む者の資質の向上、建設工事の請負契約の適正化等を図
る。
・努力している企業や技術者、若手技術者を適正に評価し、資質の向上及び意欲の向上を図る。

Ｈ26 H27
目標

H25末
（実績） 目標 成果 達成状況

436

1,819 1,852

月一度の定期メンテナンス及び平成25・26年度入札
参加資格審査申請受付のためのシステム改修を実施

6,391 5,751 5,387

20 154

136 64 136

合計 20,704 18,512

ー ー ーー

21,224

・建設業を営む者の資質の向上、建設工事の請負契約の適正化等を図ることによって、建設工事の適正な施工を確保し、建設業の健全
な発達を促進する。
・技術者の資質の向上と建設工事等の品質の向上及び適正な施工の確保を図る。
・若手技術者の技術力向上に対する意欲を高め、将来の建設技術を担う技術者が育つ環境を整備する。

・建設業法等の法令に基づき、県が行うと規定されている建設業の許可、経営事項審査、建設工事紛争審査会の審理、建設業者への
監督処分、解体工事業者及び浄化槽工事業者の登録を実施している。
・県が発注した工事及び委託業務で、その成績が特に優れている場合、担当した技術者を評価し、当該技術者と所属会社を表彰してい
る。
・近年の公共投資額の減少や受注競争の中で、若手技術者が育ちにくい環境になっているため、若手技術者の技術力向上に対する意
欲を高めるため、建設事務所等の所長による表彰を実施している。

成果目標の達成状況

項目

優良技術者表彰申請者数

事業番号 １０ ０１ ０２ 事業改善シート （26年度実施事業分） □予算要求 □当初予算案 □補正予算案 ■点検

事 業 名 建設業振興費 担
当
課

部局 建設部

2 地域に根ざした建設産業の振興 実施期間 S24 ～

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）
【左記の説明、根拠法令等】

建設業法、建設工事の資材に係る再資源化等に関する法律、浄化槽法、統計法施行令、建設
工事統計調査規則

課・室 建設政策課・技術管理室

総合５か年
計画

プロジェクト E-mail kensetsu@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
1-5 地域の暮らしを支える産業の振興

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

9,515 9,335 11,416

667 740 713

2.建設業情報管理電算業務

5.優良技術者表彰制度事業

委託

・建設業許可件数：1,069件（新規261件、更新等808
件）
・経営事項審査件数：3,071件
（委託先：一般財団法人建設業情報管理センター）

直接
優良技術者の知事表彰と若手技術者等の所長表彰を
実施

4.入札参加資格審査システム保守及び改修業務 委託

3.建設工事統計調査等 直接

17,804 20,704 21,224

（単位：千円）

項目 実施方法 H26事業実績
H26 H27

（当初） （決算） （当初）

1,983 783 1,566

7.建設事務所等入札制度改定説明会 直接 ・入札制度改定説明会４回開催（長野・松本・飯田・上田） 154

・受注動態統計調査件数：227件
・施工統計調査件数：2,087件

1,858

6.新技術・新工法活用支援事業

当初予算 22,924

補正予算

25年度

Aの
財源

17,804 20,704

20,670 15,784 18,735 19,206

1,166 1,166 1,169

958 854 803

21,224

849

合計（A) 22,924

概 算
人件費

33.50 33.50 33.50 33.50

276,643

21,312 14,070 18,512

276,643

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

当該事業は、建設業法他の法令で県が行うと規定されている許可、審査、登録等であり、引き続き必要な事業である。
法令に則り、建設業の健全な発展を促進するため、引き続き事業の適正な執行に努める。

目標に対
する成果
の状況

・申請のあった許可、審査等について、適正に事務処理を行うことができた。
・優良技術者表彰制度事業を行って努力している企業や技術者、若手技術者を適正に評価することにより、資質の向上及び意欲の向上
を図ることができた。

概算事業費（B（A）+C） 297,955 290,713 295,155 297,867

276,643 276,643

事

業

コ

ス

ト

予
算
額

前年度繰越

1,296

成果目標・
事業内容

１.長野県建設工事紛争審査会 直接
・調停案件：１件
・仲裁案件：１件

区 分（単位：千円） 24年度 26年度 27年度

直接
・新技術評価委員会及び準備会の案件なし
・建設技術フェアｉｎ中部2014において、登録新技術を出展


